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２ 論文の概要 
 
この研究は、神頭(2000)『駅の空間経済分析－３大都市圏の主要鉄道を対象にして－』の
研究を基に発展させたものである。駅を中心とした「まち」を鉄道路線上の一連の都市と
して、大都市圏の様相をダイナミックに浮かび上がらせている。 
第２章では、本論にとってとりわけ重要となる諸概念を記した。最初に都市の成り立ち
および持続可能な都市形態としてコンパクトシティの概念を取り上げた。都市の空間的形
態の特性の中で自動車だけに依存しない社会として、徒歩と自転車が利用しやすく、公共
交通の利便性が高い都市としている。この特性は、本論で述べる鉄道沿線上の駅を中心と
した「まち」の様相である。大都市圏においては公共交通である鉄道沿線の駅周辺では、
多くで複合的な土地、建物利用がされており、居住者とその暮らし方も多様である。また、
駅周辺開発が古く、鉄道の敷設時から行われておれば、歴史的に形成された場所、建物、
文化を活かしたまちとなることも可能である。駅周辺の「まち」そのものが、潜在的には
コンパクトシティとしての要素を持っていると考えられる。まず、都市圏の範囲について、
国勢調査の大都市圏、都市雇用圏の事例を記述し、第２章における集積の経済について都
市経済学の著書から先行研究をまとめた。また、商圏における研究として、この研究の理
論モデルの根幹部分を占める Reilly および Converse の商圏の論文、これを発展させマーケ
ティング分野で一般的に使われている Huff の確率モデルの論文をほうやく紹介し、第６章
で使ったアポロニウスの円の形態となる商圏については西岡(1970)、駅勢圏については、奥
平(1982)および三古(2011)の研究を参考にした。 
続いて、第３章では、小売企業の空間的利潤に照準を合わせて、小売業の利潤最大化、
駅周辺地区の長期市場競争均衡および都市の集積水準が駅の乗降者数に比例するという条
件のもとに、都心部における小売企業の売上高が都心部に対する都市化の集積経済水準を
代表していると仮定し、これが大都市圏における鉄道駅周辺地区の売上にどれくらいの影
響を及ぼしているかを分析するためのモデルを構築した。ついでそのモデルをわが国３大
都市圏における鉄道路線に応用して、路線別の集積の空間的経済効果について比較した。 
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大都市圏において、駅を利用する通勤、通学者が都市化の集積の経済を伝達する役割を
演じているととらえられることから、駅の乗降者を都市化の集積水準を計る代替変数とし
て、推計された小売企業の都心部の売上高のデータを使って鉄道駅周辺地区の売上高を推
計した。売上高の距離弾力性は都心部の求心力あるいは遠心力を表わしている。 
ここで推計された小売業の売上高の距離弾力性は、東京大都市圏、大阪大都市圏、名古
屋大都市圏の順で大きくなる傾向がある。これは、より大きな大都市圏の方が、各路線の
駅周辺地区に独自の高い販売力、あるいは魅力を有していることが推察される。 
このことから、相関係数が低い路線をみると多くの路線で乗降者数のプロットした形が
逆 U 字形になっている。これは、ターミナル駅の大きさ(駅乗降者数)、路線の距離(駅数)あ
るいは交通条件などが要因となっていると推測される。 
第４章では、前章の結果から都市圏の都心部付近の様相は、都心に最も近い駅の規模が
小さく、同一路線上でターミナル駅に次いで乗降者数の多いランク２の駅が離れて立地し
ている場合と、ターミナル駅の最も近くの駅の乗降者数がターミナル駅に次いで多い駅で
あるランク２の駅が立地し、都心から徐々に乗降者数が少なくなる２つのケースに分けら
れる。この違いが何によって起こるのかという点に着目し、駅勢圏についてのランク・サ
イズモデルをグラビティモデルに応用して、上記のケースの相互作用について、ターミナ
ル駅の規模、沿線の駅数、沿線の駅規模格差および交通条件との関係をシミュレーション
分析した。 
ついで、このモデルを関東大都市圏の各鉄道路線に適用した。その結果については、相
対的相互作用の効果は、駅の数が少ないほど、駅規模の格差が小さいほど、ランク２の駅
が離れて立地する大都市圏の方が大きくなることが分かった。 
駅勢圏の大きさについては、駅が立地する都市の人口規模、都市の面積および都市開発
のレベルが比例的であるという仮定のもとではあるが、都心部のターミナル駅が大きいほ
ど、隣り合う駅間の相互作用も大きく、遠方にランク２の駅（または副都心）を創出する
くらいの勢いを有していることが示されている。 
さらに、その内容を明らかにするため判別分析を行った。その結果は、線型判別関数で
は 20 事例のうち 18 事例が正解であり、正解率は 90.0 ㌫であった。 
第５章では、前章で自然発生的に都市が拡大していく過程で副都心の発生が見られたが、
都心部から空港へのアクセスとして郊外に空港が設置された場合、都心と空港とを結ぶ鉄
道アクセスについて、交通に特化した交通利便都市が郊外にできた場合にどのような様相
を示すのか検証を試みた。東京、大阪、名古屋の各都心部と空港間の空間的構造について、
鉄道の各駅乗降者数を駅勢圏の規模として、ライリー＝コンバースモデルを応用して境界
市場(境界駅)を設定し、都心および空港から境界市場(境界駅)に向けて、空間的ランク・サ
イズモデルが適合されることを確認しようとした。中部国際空港の開港の前と後を比較し
た結果、開港後にはこのモデルがほぼ適合した。また各都心と空港間の鉄道路線に適用し
た結果では、成田空港と都心を結ぶ鉄道アクセスを除き、羽田空港と浜松町を結ぶ東京モ
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ノレール、大阪空港と大阪都心を結ぶＪＲ西日本および南海電鉄ではこのモデルがほぼ適
合した。都心の集積特性に対し、空港そのものが長距離輸送の拠点であり、交通に特化し
た交通利便都市として、境界駅から空港に近づくほど駅勢圏の乗降者数を増やす集積特性
を有しているものと考える。しかしながら、成田空港では、空港の集積特性の潜在力にか
かわらず、このモデルの適合度を低く、周辺地域の開発が進んでいないことが原因の一つ
ではないかと推測された。 
第６章では、大都市圏とその周辺の都市圏の鉄道運賃率の差に着目し、大都市圏とその
周辺都市からなる都市圏（以下、「周辺都市圏」という。）における鉄道運賃率の相対的大
きさを導いた。 
ここでは、ライリー＝コンバースモデルを応用することによって、都心部企業の市場圏
を大都市圏、その周辺都市において立地している地域特化型企業の市場圏を周辺都市圏と
して、それぞれの企業の相対的規模によって、都市圏が変化することを導いた。さらに、
そこにアポロニウスの円の性質を市場および交通の境界条件を応用すると、周辺都市圏の
中心地と地域特化型企業の立地点とは一致しないことは、現実によく見られる傾向である。
そこでは、地域特化型の企業の規模が相対的に大きくなると、各都市圏の運賃率の差が縮
むことが考察された。 
次に、本モデルの現実への応用として、関東大都市圏と中京大都市圏の鉄道運賃を調べ
た。その結果、周辺都市圏の鉄道運賃比が高くなることが分かった。とりわけ名古屋都市
圏に対する豊田市を中心とする都市圏で東部丘陵線および豊田線の運賃率の比が 1：3 に近
い値となった。また、関東大都市圏については多摩都市モノレールおよび千葉モノレール
の運賃率の比が比較的近い値を示した。 
ところで、2005 年ごろをピークに市町村合併進められ、地方自治体や地方分権の在り方
が問われると共に、住民参画のまちづくりが盛んに提唱され始めた時期でもあった。こう
した議論を傾聴した際に、大都市近郊では住民にとって「私の住んでいるまち」としたと
きは最も身近な行政である市区町村よりもさらに狭い範囲の自治会単位のコミュニティで
あり、一方で、勤務先や通学先は都心であったりして、市区町村の行政単位では適応でき
ないダイナミックなまちづくりを求めてられている。 
鉄道沿線上に立地する駅の乗降者数を規模とみなし、一連の駅勢圏が都市圏を形成して
いるものとして、自治体の単位よりも細分化された駅勢圏単位とした大都市の空間的な様
相の一端を明らかにできた。 
今後、さらに駅周辺の企業、小売・サービス業や住宅等の立地状況を加味していけば、
従来の自治体単位の統計よりきめ細やかな視点から駅を中心とした「まち」の比較検討を
することが可能となる。本研究において鉄道路線を踏まえた駅勢圏の空間的構造の特徴を
とらえた都市圏の姿が明らかとなり、鉄道会社や周辺自治体による駅周辺開発に示唆を与
えるものと考える。今後は、ＧＩＳなどを活用し、政策的含意のある展開をしていきたい
と考えている。 
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